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令和４年４月定期人事異動について 

 

１ 基本方針 

  令和４年４月定期人事異動は、社会経済活動の再開に向けて、引き続き新型コロナ

ウイルス感染症の感染防止対策に努めながら、「変わる社会・変えるミライへの挑戦」

を推進するため、限られた人材の最適な配置による組織体制の強化を図ります。  

 

（１）「変わる社会・変えるミライへの挑戦」を推進するための重点的な人員配置 

（２）新型コロナウイルス感染症対策を継続実施するための重点的な人員配置 

（３）その他諸課題に対応するための人員配置 

 

２ 異動のポイント 

（１）「変わる社会・変えるミライへの挑戦」を推進するための重点的な人員配置 

 
○デジタル化の推進 

 …情報戦略課 １人増員 

○学校教育に係る ICT推進体制の強化 

 …学校教育課 １人増員 

○ラリーを生かした魅力的なまちづくりの推進 

…ラリーまちづくり推進担当副参事の設置 

ラリーまちづくり推進課の新設 

○循環型社会に向けた推進体制の強化 

 …循環型社会推進課 １人増員 

（２）新型コロナウイルス感染症対策を継続実施するための重点的な人員配置 

 
○新型コロナウイルス感染症対策継続体制の強化 

…感染症予防課 ６人増員  

（３）その他諸課題に対応するための人員配置 

 
○おくやみコーナーの対応強化 

 …市民相談課 １人増員 

○成年後見制度の新たな意思決定支援モデル事業の実施 

 …福祉総合相談課 １人増員 

○ストックマネジメント計画の推進強化 

 …水道維持課 １人増員 

※ 事務の所管換え等の調整により、実際の配置人員数とは一致しない。 
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３ 組織の見直し 

（１）新設部課等 

・ ラリーまちづくり推進課の設置（生涯活躍部） 

・ スポーツ振興課の設置（生涯活躍部） 

（２）名称変更 

・ 経営戦略部を市長公室へ名称変更 

・ ごみ減量推進課を循環型社会推進課へ名称変更 

（３）廃止部課等 

・ 生涯スポーツ推進課及びスポーツ戦略課を廃止（生涯活躍部） 

（４）その他 

・ 情報戦略課を経営戦略部から総務部へ移管 

・ 国際まちづくり推進課及び豊田市国際交流協会を経営戦略部から生涯活躍部へ
移管 

・ 高嶺こども園を民間へ移管 

 

４ 参考事項 

（１）定期人事異動の規模 

異動規模は、１，３３６人（前年度１，０９９人） 

・令和３年４月定期人事異動と比較して２３７人の増となる１，３３６人の異動を行っ

た。 

・異動規模は令和２年４月以前の定期人事異動と同程度の規模 

【参考】平成３１年４月：１，３３５人、令和２年４月：１，３０８人 

 

（２）職員数の状況                            単位：人 

区分 

平成２９年 

４月１日 

平成３０年 

４月１日 

平成３１年 

４月１日 

令和２年 

４月１日 

令和 3年 

４月１日 

令和４年 

４月１日 

職員数 

３ ， ３ ６ ８ 

（３，３０３） 

【 １ ２ ０ 】 

３ ， ４ ０ ４ 

（３，３４４） 

【 １ ４ ２ 】 

３ ， ３ ９ ９ 

（３，３４０） 

【 １ ５ ６ 】 

３ ， ４ ３ ８ 

（３，３８２） 

【 １ ６ １ 】 

３ ， ４ ３ ６ 

（３，３８９） 

【 １ ５ ５ 】 

３ ， ４ ３ ８ 

（３，３９４） 

【 １ ７ １ 】 

増減人数 

+３６ 

（＋４１） 

【＋２２】 

△５ 

（△４） 

【＋１４】 

＋３９ 

（＋４２） 

【＋５】 

△２ 

（+７） 

【△６】 

+２ 

（+４）（＋５） 

【+１６】 

※（ ）内は、育児休業代替の任期付職員を除外した職員数、【 】内は、再任用職員数 
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（３）退職（令和３年度中）と採用（令和４年４月）の状況        単位：人 

 人数 前年度比 

内訳 

行政職 医療職 消防職 教育保育職 技能労務職 

退職者総数 １７０ △２ ８７ １ １６ ４４ ２２ 

 定年退職者 ６４ ２ ３７ ０ ９ ３ １５ 

 途中退職者 １５ ９ ９ ０ ２ ４ ０ 

 その他退職者 ９１ △１３ ４１ １ ５ ３７ ７ 

採用者総数 １７２ ２ ８５ １ ２２ ４２ ２２ 

 学卒者等 ９９ △７ ４５ ０ １６ ３０ ８ 

 社会人 ３ △６ ３ ０ ０ ０ ０ 

 任期付 １１ ２ ０ ０ ０ １１ ０ 

 再任用 ４４ １３ ２３ ０ ６ １ １４ 

 派遣等 １５ ０ １４ １ ０ ０ ０ 

 ※「その他退職者」は、定年前年度末退職、任期付職員の退職、再任用満了など 

 ※採用者には令和３年度途中採用者を含む 

 

（４）昇任試験等による人材育成・登用 

◆昇任者数                     単位：人、（ ）内は女性で内数 

区 分 部長級 次長級 課長級 課長補佐級 係長級 合 計 

行政職 

１０ 

（ ２） 

１４ 

（ ０） 

２３ 

（ ２） 

３５ 

（ ５） 

４１ 

（ ６） 

１２３ 

（１５） 

消防職 

 ０ 

（ 0） 

 ３ 

（ 0） 

  ７ 

（ １） 

１３ 

（ ０） 

１１ 

（ ０） 

３４ 

（ １） 

教育保育職 － － 

 ０ 

（ ０） 

 ２ 

（ ２） 

１８ 

（１５） 

２０ 

（１７） 

技能労務職 － － － － 

 ７ 

（ ０） 

 ７ 

（ ０） 

合 計 
１0 

（ 2） 

１７ 

（ ０） 

３０ 

（ ３） 

５０ 

（ ７） 

７７ 

（２１） 

１８４ 

（３３） 

※行政職の係長級には、役職者ではない主任主査２０人を含む。 

◆女性昇任者１６人（教育保育職を除く） 

◆昇任試験の実施  課長級試験：行政職・消防職 
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係長級試験：行政職・消防職・教育保育職・技能労務職 

（５）昇任及び異動                           単位：人 

区 分 

令和３年度中 令和４年４月１日 

異動総数 

退職 定年 採用 採用 昇任 異動 

役職者 ３４ ５２ １ ２９ １４８ ２７１ ５３５ 

 部長級 ０ １１ ０ ０ １０ ４ ２５ 

 次長級 １ ９ １ ０ １７ １６ ４４ 

 課長級 ５ ８ ０ ３ ３０ ４７ ９３ 

 課長補佐級 ２２ ８ ０ ２５ ５０ ８９ １９４ 

 係長級 ６ １６ ０ １ ４１ １１５ １７９ 

一般職員 ７２ １２ ０ １４２ ３６ ５３９ ８０１ 

合 計 １０６ ６４ １ １７１ １８４ ８１０ 
１，３３

６ 

 退職は定年退職以外の退職者数 

 採用には新規再任用職員を含む。 

 一般職員の数は、役職者ではない主任主査を含む。 

 

（６）組織比較表 

区   分 

部等 課等 

３年度 ４年度 ３年度 ４年度 

市長部局 １３ １３ ９６ ９６ 

消防本部 １ １ ２１ ２１ 

上下水道局 １ １ ９ ９ 

教育委員会 １ １ ５ ５ 

会計管理者   １ １ 

議会事務局 １ １   

監査委員事務局 １ １   

選挙管理委員会事務局 （１） （１）   

農業委員会事務局 （１） （１）   

公平委員会事務局 （１） （１）   

固定資産評価委員会事務局 （１） （１）   

合   計 １８（４） １８（４） １３２ １３２ 

増   減 ０ ０ 



 - 5 - 

（ ）は、部に準ずる組織 


